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気候変動枠組条約（１９９２年５月採択）の目的を達成するための長期的な取組の第一歩である

京都議定書（２００５年２月発効）に定められた数値目標の達成が求められる第１約束期間（２０

０８～２０１２年）が来年から始まります。２００５年度におけるわが国の温室効果ガス排出量は，

基準年度に比べて７．８％上回る１３億６，０００万ｔ－CO2となっており，工場などの産業部門か

らの排出量は全体の約４割を占めているものの，商業・サービス・事務所などの業務部門や家庭か

らの排出量が，基準年から４０～４５％も増加している状況が，現在，政府において進められてい

る京都議定書目標達成計画の見直しの中で明らかにされています。

そこで，家庭生活や産業・業務部門の地球温暖化対策を進める上で，住民・企業にとって，より

身近な存在である地方自治体の取組も今後さらに重要となります。

イクレイ日本（カナダに本部を置く国際的な自治体ネットワーク組織「イクレイ－持続可能性を

めざす自治体協議会」の日本事務所）は，世界の潮流である自治体における地球温暖化防止の取組

推進に向けた活動をしてまいりました。その一つとして，昨年から，わが国の自治体の地球温暖化

対策の事例・成果を収集し，とりまとめ整理して，参考となる優秀事例を「地球温暖化防止事例・

成果データベース」として，公開・提供する事業を行っています。

本日，昨年秋，イクレイ日本が独自に行った「地方自治体地球温暖化対策事業調査」で，自治体

からの回答をもとに，２００３年度～２００５年度までの国内自治体の地球温暖化防止に向けた取

組成果をまとめた「２００６年度地方自治体地球温暖化対策事業調査結果」を公表すると共に，昨

年度整備した「地球温暖化防止事例・成果データベース」（８３事例）の更新を行い，イクレイ日本

のホームページで公開しましたのでお知らせいたします。

今回データベースに追加した事例は，今回の調査において，温室効果ガス排出削減効果の高かっ

た概ね上位１０％，２３０ｔ－ＣＯ２／年以上の削減成果を残した「優秀事例」４４事例と，温室

効果ガス排出削減量だけでは評価できない創意工夫された独創的な８事例の合計５２事例です。

イクレイ日本では，今後も引き続きこの調査を継続し，同データベースの充実を図り，わが国の

自治体の取組の輪を広げると共に，特に地球温暖化防止に積極的に取り組む自治体が，世界の自治

体とも連携・協力して，各々の自治体における先進的な取組を促進するための地球温暖化（気候変

動）防止都市キャンペーンの展開を進めて参ります。

イクレイ日本ホームページ：http://www.iclei.org/japan
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カナダ（トロント）に本部を置く国際的な自治体の連合組織である「ICLEI- Local Governments

for Sustainability」（イクレイ- 持続可能性をめざす自治体協議会）には，67 カ国 647 自治

体(2007年 8月現在)が加入しています。日本事務所は1993(平成5)年から活動を開始し，2004

（平成16）年7月 1日に法人格（有限責任中間法人）を取得し，イクレイ日本を設立しました。

環境改善などの地域活動を通して，地球規模の持続可能な発展を目指すとともに，情報交換

の支援及び交流の促進を図ることを目的として，地球温暖化防止等のテーマにもとづいた自治

体間連携事業（例：気候変動防止都市キャンペーン（Cities for Climate Protection:ＣＣＰキ

ャペーン））を行っています。
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